







負担が小さくなる譲渡所得（所法 33）に該当するかは納税者の関心が高い論点の 1 つで
ある（このことは，後記Ⅲ 2 における大久保議員の「ビットコインに関する再質問主意書」
にも表れている）。国税庁は，平成 29 年 12 月に個人課税課情報第 4 号「仮想通貨に関す
る所得の計算方法等について（情報）」（以下「国税庁情報 4 号」という）において，暗号
資産の課税上の取扱いを公表し（2），その後も，平成 30 年 11 月に個人課税課情報第 8 号外
5 課共同の別添として「仮想通貨に関する税務上の取扱いについて（FAQ）」（以下，国税










（1） 暗号資産の定義について，平成 31 年度税制改正で資金決済法にリンクする規定が所得税法にも導入された





益に対する課税問題も視野に入れて―」税務事例 50 巻 10 号 13～14 頁以下参照。仮想通貨ではなく暗号資
産という表現を使用することに関する国内外の動きについて，川端一摩「仮想通貨は「通貨」なのか―「支
払手段」としての仮想通貨について―」調査と情報 1044 号 6 頁以下参照。
（2） 情報 4 号よりも前に公表されたタックスアンサーNo.1524 も参照。
〔論　説〕
―109―











































1　平成 26 年 2 月における大久保勉議員による「ビットコインに関する質問主意書」及
びこれに対する回答等
　大久保勉議員は，「ビットコインに関する質問主意書」（平成 26 年 2 月 25 日）により，
「ビットコインによる取引には課税されるか」との質問を行った。これに対して，内閣総
理大臣名による答弁書（平成 26 年 3 月 7 日）では，次のとおり回答があった。
「個別具体的な課税関係については，個々の事実関係に基づき判断すべき事柄であり，
また，お尋ねの『ビットコインによる取引』の内容が明らかでないことから，一概に
お答えすることは困難であるが，一般論としては，所得税法（昭和 40 年法律第 33 号），





















め，所得税法 33 条 1 項の「資産の譲渡による所得」に該当しないと解する。この説によ
れば，暗号資産の譲渡による所得が譲渡所得に該当する余地はなくなるであろう。
（4） 譲渡所得の基因となる資産という語は，所得税法 38 条 2 項や 59 条などで使用されている。
（5） 最高裁昭和 43 年 10 月 31 日第一小法廷判決（集民 92 号 797 頁）など参照。
（6） 金銭の定義を巡る問題については，古市峰子「現金，金銭に関する法的一考察」金融研究 14 巻 4 号 101 頁
以下など参照。
（7） 最高裁昭和 29 年 11 月 5 日第二小法廷判決（刑集 8 巻 11 号 1675 頁），最高裁昭和 39 年 1 月 24 日第二小法
廷判決（集民 71 号 331 頁）。
（8） 参考として，佐藤英明『スタンダード所得税法〔第 2 版補正版〕』87～88 頁（弘文堂 2018），浅妻章如「価
値尺度と租税法」林康史編『貨幣と通貨の法文化』80 頁以下（国際書院 2016），柳澤賢仁＝酒井克彦「特別














利益が所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 33 条第 1 項に規定する所得に該当する
場合には，譲渡所得となり，また，法人が得た経済的利益の額は，当該法人の各事業
年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入される。」
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得が譲渡所得に該当する余地があることを認めるか，少なくとも譲渡所得に該当する可能
性を頭から否定することはしないものであったといえる。
2　平成 30 年 3 月の財政金融委員会における藤巻健史議員の質問及びこれに対する答弁
　暗号資産の譲渡により生じた損益は原則として雑所得に区分されるという国税庁の見解




































3　平成 31 年 3 月の財政金融委員会における藤巻健史議員の質問及びこれに対する答弁
（1）平成 31 年 3 月 14 日の財政金融委員会






















































































































































































































































































































ればならないことがある。平成 31 年 3 月 14 日の財政金融委員会における並木稔氏の上記
答弁は，暗号資産の譲渡による所得は，一般論として，譲渡所得に該当しないとするもの
であり，場合によっては譲渡所得に該当することもありうることを言外に示しているとい
う見方が成り立つことである。そして，その後の財政金融委員会（平成 31 年 3 月 20 日，
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2　金子宏著『租税法』と国税庁の見解



































（13） 金子宏『租税法〔第 23 版〕』261 頁（弘文堂 2019）。
















　所得税法 33 条 1 項は，譲渡所得とは，資産の譲渡による所得をいうとし，同条 2 項 1
号は，「たな卸資産（これに準ずる資産として政令で定めるものを含む。）の譲渡その他営
利を目的として継続的に行なわれる資産の譲渡による所得」は，「譲渡所得に含まれない
ものとする」と規定する。同号は，同法 33 条 1 項の「資産」が「たな卸資産（これに準
ずる資産として政令で定めるものを含む。）」を包含する広い概念であることを前提として














れる（高橋祐介「技術革新による税務行政の課題」租税 46 号 66 頁）。
（16） 上記通達の合理性に疑問を提起する裁判例として，名古屋地裁平成 17 年 7 月 27 日判決（判タ 1204 号 136 頁）




581 号 3 頁以下参照。
（18） 佐藤・前掲注（8）91 頁参照。
―124―
































（19） 参考として，増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈問題（上）」ジュリ 1315 号 196 頁，
藤岡祐治「為替差損益に対する課税：貨幣価値の変動と租税法（1）」国家 130 巻 9=10 号 779～778 頁参照。
通常，所得は，その国の法定通貨で計算され，申告される。SeeNickPantaleo&J.ScottWilkie,General 


























（21） 佐藤・前掲注（8）88 頁，国税不服審判所平 28 年 6 月 2 日裁決（裁決事例集 103 号 89 頁）参照。外貨預金
の為替差益は雑所得に当たると説明するものとして，税制調査会「金融所得課税の一体化についての基本的
考え方」（平成 16 年 6 月 15 日）の二の 1（3）参照。
（22） 金子・前掲注（13）266 頁，岡村忠生『所得税法講義』216 頁（成文堂 2007）参照。
（23） 宿輪純一『通貨経済学入門〔第 2 版〕』64 頁（日本経済新聞出版社 2015）参照。See alsoMIndy herzFeld ＆ 
rIchArd l. doernberg, InternAtIonAl tAxAtIon In A nutshell409（11thed.2018）.第 3 版の邦訳として，リ
チャード・Ｌ・ドーンバーグ〔川端康之監訳〕『アメリカ国際租税法〔第 3 版〕』（清文社 2001）がある。論
理展開の参考として，岩﨑政明『ハイポセティカル・スタディ租税法〔第 2 版〕』144 頁（弘文堂 2007）参照。




（25） 金子・前掲注（13）262 頁。同書 302 頁では，先物為替予約の付されたインパクトローンの返済に伴って生
じた為替差益が雑所得であることを前提とする松山地裁平成 7 年 2 月 24 日判決（訟月 42 巻 10 号 2533 頁）
を参照して，雑所得に該当する所得として為替差損益を挙げた上で，同判決に対して「解釈上は譲渡所得に
含めることも可能である」という見解が示されている。このほかにも，吉村典久「通貨と租税」金子宏監修『現





























（26） SeeStanleyS.Surrey,Definitional Problems in Capital Gains Taxation,69hArv. l. rev.985,989（1956）;
dAnIelL.sIMMons et Al, FederAl IncoMe tAxAtIon832（7thed.2017）.
（27） See e.g.,Joseph bAnkMAn et Al., FederAl IncoMe tAxAtIon653（18thed.2018）;Latterav.CIR,437F.3d
399,404（3dCir.2006）.
（28） 参考として，藤岡祐治「為替差損益に対する課税：貨幣価値の変動と租税法（4）」国家 131 巻 7=8 号 716～
708 頁は，為替レートが両国の（期待）インフレ率によって決まることを前提とした興味深い研究をなされ
ている。経済学の知見に基づく研究として，同「為替差損益に対する課税：貨幣価値の変動と租税法（6・完）」
国家 132 巻 1=2 号 170～133 頁参照。
（29） この辺りの議論について，差し当たり，SeepAul r. krugMAn et. Al, InternAtIonAl econoMIcs: theory And 
polIcy, globAl edItIonChap.14-17（11thed.2017）. なお，為替差損益の課税関係に関する文脈において，
購買力平価説等の理論が現実をうまく説明できない場合があることを指摘するものとして，SeeDonaldR.
Ravenscroft,Taxation of Income Arising from Changes in Value of Foreign Currency,82hArv. l. rev.772,
783（1969）.
（30） 藤岡・前掲注（19）778 頁。ただし，外貨が所得税法 36 条 1 項の金銭に該当するかという点については議論
がある。否定説として，吉村・前掲注（25）318 頁参照。また，所得税法 57 条の 3 の位置付け等に関する議
論について，山本直毅「所得税法 57 条の 3 第 1 項に該当する外貨預金口座の払出しにより生じた為替差損







































（31） stAFF oF the JoInt coMM. on tAxAtIon, generAl explAnAtIon oF the tAx reForM Act oF 1986,1087-1088
（H.R.3838,99thCongress,PublicLaw99-514）.
―128―
































協会「仮想通貨取引についての現状報告」（平成 30 年 4 月）参照。当該報告について，金融庁 HP（https://
www.fsa.go.jp/news/30/singi/20180410-3.pdf［最終確認日：令和元年 5 月 16 日］）参照。
（33） 金子邦彦『現代貨幣論』23 頁以下及び 131 頁以下（晃洋書房 2018），森田宏樹「仮想通貨の私法上の性質に
ついて」金法 2095 号 21 頁以下，本多正樹「仮想通貨の民事法上の位置付けに関する一考察（2・完）」民商
154 巻 6 号 1209 頁 以 下， 川 端・ 前 掲 注（1）5 頁 以 下 も 参 照。SeealsoCarsonW.King,When Virtual 
Reality Becomes Real: Taxation of CryptoCurrencies,at22,available at https://www.jmls.edu/academics/
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2 項各号に規定する資産に該当しない暗号資産を観念することはできるし，暗号資産を
金銭債権と解することは難しいため，暗号資産はこの通達にいう「一切の資産」に含ま































リケーション―」AccordTaxReview9 ＝ 10 号 48 頁以下参照。























　本研究は JSPS 科研費 19K13498 の助成を受けたものである。




ようである。See DavidD.Stewart, IRS Preps Bitcoin Investigators as Treatment Questions Remain,144
TAx notes1538,1539（2014）.
（40）SeecoMM. on the budget house oF representAtIves, revenue reconcIlIAtIon Act oF 1997,525-526（H.R.
Rep.No.105-148,105thCong.1stSess.（1997））;stAFF oF the JoInt coMM. on tAxAtIon, generAl explAnAtIon 
oF tAx legIslAtIon enActed In1997,300-301（1997）.
―132―
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〔抄　録〕
　本稿は，暗号資産の譲渡による所得は譲渡所得ではなく，原則として雑所得になるとす
る国税庁の見解に対する疑問①（暗号資産の譲渡による所得が譲渡所得に該当する余地を
認めるものであるか）及び疑問②（なぜ暗号資産の譲渡による所得が原則として雑所得と
なるのか）と，各疑問に関連して国税庁の見解の妥当性について考察を行った。
　具体的には，国会における議論を手掛かりとして，次のことを明らかにした。国税庁は
譲渡所得に関する清算課税説を前提として，暗号資産の支払手段性を強調することにより，
その譲渡による所得は，外貨と同様に，資産の値上がりによる譲渡所得とは性質を異にす
ると解している。また，暗号資産は資産ではあるが譲渡所得の基因となる資産（所得税法
33 条にいう資産）には該当しないという資産性否定説を採用している。よって，重点的
に検討すべきは，暗号資産が譲渡所得の基因となる資産に該当するかという点である。そ
の上で，資産性否定説について，更に展開させる可能性を抱懐しつつも，所得税法 33 条
の解釈論及び暗号資産の支払手段該当性という観点と，外貨の課税関係との整合性という
観点から，疑問を提起した。
―133―
泉　絢也：なぜ暗号資産（仮想通貨，暗号通貨）の譲渡による所得は譲渡所得に該当しないのか？
